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件 名 
中東情勢をはじめとする国際情勢等に伴う建設に関する情報共有の

場を区内建設事業者と行うことを求める陳情 

 

【陳情の趣旨】 

 今回の中東情勢の悪化を背景に、原油・ナフサを原料とする建設資材や関連資

材において、急激な価格高騰と供給不安、目詰まりが広がり、断熱材、防水材、

塗料、シンナー、塩ビ製品、屋根材など多くの資材で、価格改定や受注制限、納

期調整、生産停止などが相次いで通知され、現場では「見積もりができない」「契

約済み工事でも採算が崩れる」「材料が入らず工期が読めない」といった深刻な状

況が続きました。実際に、断熱材や防水材、塩ビ製品などで大幅な値上げが示さ

れ、シンナー不足や受注制限、納期調整の実施も確認されました。こうした国際

情勢や我が国における人手不足等、建設業界を取り巻く環境は、日本の建設業界

は単なる「不況」の枠を超え、戦後最大の危機ともいえる状況に直面しています。 

また、首都東京では、住宅建設・リフォーム需要の規模が大きく、今回の資材

価格高騰と供給停滞は、住民の生活にまで直接大きな影響を及ぼします。各種資

材など、現場停止や工期遅延に直結する資材について、流通の不具合が長引かな

いよう、メーカー、流通業者、業界団体、国や都の関係機関等との情報共有を強

め、供給状況の把握と価格高騰の解消に向けた対応を進めてください。 

住宅改修は区民の生活と財産を守り、地域福祉の向上にもつながります。区民

の安心を作る建設事業者の実態把握も行い、中長期的に特段のご対応を切にお願

い申し上げます。 

このままでは、工事遅延や契約トラブル、資金繰り悪化、倒産などにつながる

おそれがあります。建設業は「衣・食・住」の「住」を担い重要なインフラに関

わり、さらには様々な自然災害の防災・減災に重要な役割を担っています。地域

に建設事業者と従事者がしっかりと存在していることが重要となっています。 

つきましては、目黒区として下記事項を講じるよう陳情いたします。 

 

【陳情事項】 

１ 住宅建設・改修・リフォームに関する区内建設事業者向け相談体制を強化す

るための情報共有の場を設置すること。 

 

 


